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地域経済の発展と港湾の課題
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（名古屋港管理組合）

名古屋港は，愛知県を中絞とする中京工業地帯を直背地として，その地域

経済の必要性にもとづいて，地域みづからの手によって建設された港である。

乙のような背景のもとに，名古屋港は背後地経済の発展とともに，みずか

ら機能を整備し，適合してきた。

乙のため直背地，すなわち中京工業地帯の中核愛知県の産業構造の変遷そ

のものに直接影響をうけると乙ろは大きい。

今回の課題として，乙のような環境iζ適合しながら発展をしてきた名古屋

港の基盤を特性づけている愛知県の産業構造と名古屋港の発展の軌跡を史的

考察をもとに，地域経済と港湾との誘因性を中心にたどってみたい。

1. 産業構造の変遷とその立地

名古屋港は，わが国の中核工業地帯である中京工業地帯を直背地として立

地している。

中京工業地帯のわが国の工業出荷額に占める地位は， 表(1）におけるように
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戦前においては，昭和10年（ 1935 ）についてみれば阪神工業地帯 29.89ぢ，

京浜工業地帯 22.7 %le続き 7.7 %と第 3位lζ位置づけられている。

戦後の日本経済が安定化施策期にあった昭和25年（ 1950 ）における工業出

荷額をみれば阪神工業地帯 23.6%，京浜工業地帯 21.89ぢiζ続き 7.2 %と全

国比においては，戦前の水準にたっしつつあった。

さらに日本経済の戦後の復興期をえ高度成長期にさしかかった昭和 30年

( 1955) IL:は， 表（1）からみれば阪神工業地帯は全国工業出荷舗に占める地

位Kおいては逓減傾向にあり 北九州工業地講においてもこのような傾向iと

ある。また，京浜工業地帯においても昭和40年代においては，同じような傾

向がめだってきた。

表 ・1 4大工業地帯における工業出荷額全国対比の推移

云どi京（東神奈川京浜） 阪（兵大 庫阪神） 中 J5' 北九州

（愛知） （福岡）

昭和 5 20.8 $ぢ 31.l % 7.5 % 3.8% 

10 22. 7 29.8 7.7 8.2 

15 29. 1 25.0 7.3 8.0 

25 21. 8 23.6 7.2 5.6 

30 21. 9 20.5 8.7 4.9 

35 24.8 21. 0 8.9 4.3 

40 24. 1 18. 9 8.8 3.3 

45 21. 9 17. 7 9.2 2. 7 

51 18. 2 15.0 9.4 2. 7 

54 17. 7 14.3 9.7 2.7 

(1) 出所愛知県「地方計画審」第五巻昭和5～30年

(2) 昭和5～15年商工省「工場統計表J，昭和25～54年通産省「工業統

計表」による。

しかし，愛知県を中核とする中京工業地帯iとおいてのみ逓増傾向にある乙

とは特質すべき乙とである。
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特iζ北九州工業地帯においては 石炭産業の不況 貿易構造の変容などの

要因から相対的に地位の低下が顕著となった。

阪神及び京浜2大工業地帯のζのような傾向は，特lζ戦後における一般的

な傾向として圏内Kおける後進地帯の開発lζよる工場の地方分散，既成重工

業地帯における立地条件の制約的要因などから，後進地帯の相対的地位の向

上によるものである。

乙れを表(1)から推移をみれば，戦前の昭和5年（ 1930 ）には，阪神及び

京浜両工業地帯で全国工業出荷額の51.9%を占め，さらに昭和15年（ 1940) 

には，54.15ぢを占めるなど大都市集中の傾向にあった。

戦後においては，日本経済が安定化施策期にあった昭和25年（ 1950) Iζ 

は，その集中度は 45.4~ぢを占め，特iζ京浜工業地帯では高度成長路線を着

々と進んでいた昭和35年（ 1960 ) Iζ24.8 %を占めた。

乙れは，昭和15年（ 1940 ）の 29.15引とはおよばないが，乙れ以降表（1)IC 

示すように，昭和40年（ 1965 ）には 24.1%，昭和54年（ 1979)1とは 17.7 

9ちと逓減傾向にある。

阪神工業地帯においても戦前lζおいては 昭和5年（1930 ）κは31.1%

を占め全圏第 1位の大工業地帯をほ乙 っていた。そして，戦後の日本経済が

安定化施策期にあった昭和25年（ 1945 ）においては 23.6%を占め全国第 l

位であったのが，昭和30年（1955 ）には 20.59ぢとわずかの差で京浜工業地

帯の 21.9% にその地位をゆずった。

そして，昭和35年（ 1960 ）には 21.0%とわずかな上昇を示したものの昭

和40年（ 1965 ）には 18.9%， 昭和54年（ 1979）には 14.3 9ぢと逓減傾向に

ある。

乙のようlζ，東西2大工業地帯において特質すべき乙とは，高度成長期IC::

さしかかった昭和30年（ 1950）において第 l位の工業出荷額を保持して き

た阪神工業地帯においては 工業出荷舗において全国比で20.5%を占めた

のに対し，乙れまで第2位をばく進してきた京浜工業地帯は 21.9%とわず

かながらリードをみせたととは注目すべき乙とであろう。

また，以降第 1位の工業出荷額を占める京浜工業地帯においても，阪神工
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業地需においても工場分散化の傾向が進むにしたがって，ともに全国工業出

荷額iζ占める比率から相対的に地位は逓減傾向にある。

そして，東西2大工業地帯における ζのような傾向とは反対K，繊維製品，

陶磁器，食料品，木製品を中心lζ繁栄してきた中京工業地帯においては順次

重化学工業の地位は逓増傾向Kあった。

工業出荷額の推移としては 戦前においては 表（1）から櫛ばい状態にあっ

たが，戦後においては，経済安定化施策期にあった昭和25年（ 1945 ) ILは7.2

%，高度成長期iζ入った昭和30年（ 1955 ）には 8.7必と全国工業出荷舗に

おいては表(1）から戦前，戦後を通じて，乙れまでの最高水準にたつした。

乙のように戦後逓増傾向にある中京工業地帯，特iζ，名古屋港の直背地愛

知県においては．昭和52年（ 1977）には，工業出街舗において，京浜工業地

帯の神奈川県の全国出荷額に対する比率9.5 ~ぢをおい乙し，単独 2 位の座か

ら9.6 ~ぢ と第 1 位を占める乙ととな った 。

北九州工業地帯iとおいては，戦前はわが国有数の石炭の産地として，乙れ

を基幹とした鉄鋼の生産地として不動の地位をほ乙 っていたが表(l)IL示すど

とく，昭和 5年（ 1930 ）には3.8 ~ぢであっ たのが昭和10年には 8.2 %を占

め最盛期にあった。

戦後昭和25年（ 1945 ）には 5.6 %，高度成長期にさ しかかった昭和30年

(1955) ILは， 4.9 ~ぢ と以降わが国の工業立地条件の構造的変動とともに

逓減傾向を示し，昭和45年（ 1970 ）には 2.7必，以降横ば．い状態にある。

以上は4大工業地帯における戦前と比較しながら戦後の産業構造とその推

移を示してきたのであるが，乙のような傾向を前提として，中京工業地帯の

立地的条件の推移を名古屋港との関係からと らえていきたい。

注 (1) 愛知県「愛知県地方計画書」 （第五巻）総合振興計画商工部門 p 2～3 

(2) 日本貿易研究会編「戦後日本の貿易20年史」 P.5～10 

(3) 本文中工業の出荷額は，昭和25年以前は生産額を示す。
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2. 愛知県の産業構造と名古屋港

(1) 愛知県の産業構造とその推移

愛知県の産業構造は，戦前においては繊維工業の占める地位は，高かった。

昭和10年（ 1935 ）には 64.1% 昭和13年（ 1938)fL.は54.7%と工業出

荷舗に占める地位は高い。

また， 戦後iとおいても経済安定化施策期にあった昭和25年 （1950 ）には

44.0必を占め表（2）に示す乙とく逓減傾向にあり，昭和40年（ 1965）に凶7.3

9ぢ，そして昭和54年Kは4.79ぢと愛知県における工業出荷額lζ占める地位は

低くなった。

さらに，表（3）から乙れを全国の工業出荷額から愛知県のそれぞれの出街額

をみてその推移の過程を比較してみれば，高度成長期にさしかかった昭和30

年（ 1955 ）からその状況を主要品目別にそれぞれの過程をたどってみれば，

繊維工業は昭和30年（ 1955 ）には 22.0%，昭和35年（1960) Iζ は 24.5 ~ぢ

と上昇をみたのであるが，昭和45年（ 1970 ）には 17.5%，昭和54年（ 1979) 

には 13.6%と逓減傾向にある。

また，乙れと対照的に逓増傾向にある機械器具工業においては，昭和10年

( 1935 ）には愛知県の工業出荷額では9.7 %と繊維工業の64.19ぢiζ続き第

2位の地位にあった。

乙の機械器具工業の逓増過程を表（2）によ って 乙れをみれば戦後の日本経

済が安定化施策期lζあった昭和25年（ 1950 ）には 18.9労であり，乙れを昭

和10年 （1935）と比較してみれば約2倍iζ逓増している。

そして，高度成長期に入った昭和30年（ 195 5 ）には 16.9%と一時下がっ

たものの昭和35年（ 1960）には 29.2 9ぢと再び大きく成長し， 表（2）からみる

どとく，昭和54年（ 1979 ）には47.5%とかつての繊維工業の華なりし時

代の地位をうばった。

さらに， ζのように産業構造に大きな変動があったことは，名古屋港をと

りまく地域経済の構造的変動といえよう。
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乙れを工業部門別構成として，構造的変動をとらえてみれば，消費財工業

型から生産財工業型iζ変動したというととがうかがわれる。

さらIC:，乙の変動過程からしてみれば，昭和10年（ 1935 ）には消費材工業

部門 78.4 ~ぢに対し生産財工業部門 21.6 ~ぢ ，戦後昭和25年には消費財工業部

門63.0必，生産財工業部門 37.0~ち と京浜，阪神 北九州の各工業地帯と比

較して，わが国4大工業地帯のうち生産財工業部門iζおいては，低い発展段

階にある。

また，表（2）においてみるどとく，戦時体制lζあった昭和15年（ 1940）には

消費財工業部門は 48.6%IL対し生産財工業部門は 51.4%とわずかながらリ

ードをみせた。

戦後，高度成長期のはじまる昭和30年（ 19 55 ）においても消費財生産部門

が優位を占める生産構造によって特徴づけられている。

表・ 2 愛知県における工業部門別構成の推移（出荷額）

~ 
消費財工業 生 産 財 工 業

機器具械
合計

繊維食料品その他 計 金属 化学 窯業 言十

% % % 虫5 5ぢ % % 虫づ % % 
昭和10 64.1 7.6 6.7 78.4 9.7 J.O 4.7 6.2 21.6 100 

15 32.4 7.2 9.0 48.6 32.2 6.9 7.8 4.5 51.4 100 

25 44.0 10.5 8.5 63.0 18.9 6.7 5.6 5.8 37.0 100 

30 38.6 12.8 15.2 66.6 16.9 6.4 5.1 5.0 33.4 100 

35 27.8 9.2 11.1 48.J 29.2 10.2 7.4 5.1 51.9 100 

40 17.3 10.8 15.2 43.3 32.9 13.7 5.4 4.7 56.7 100 

45 10.3 7.5 13.2 31.0 42.8 17.0 4.7 4.5 69.0 100 

51 6.6 8.6 13.7 28.9 43.6 16.3 7.1 4.1 71.1 100 

54 4.7 7.9 13.3 25.9 47.5 16.4 6.4 3.8 74.l 100 

山工業構成は愛知県「地方計画書」第五巻

(2) 昭和10～15年愛知県 「愛知県統計書」，愛知県名古屋港務所「名古屋港

案内」

(3) 昭和25～54年通産省 「工業統計表JIrよる。
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表.3 愛知県における主要品目の出荷額の対全国比の推移

ミトミ 昭和30 35 45 54 

繊維工業 22.0% 24.5°:: 
% ~ 17.5 

金属工業 3.2 4.5 8.1 9.4 

機械器具工業 9.7 10.0 12.1 14.4 

窯 業 11.4 11.9 10.8 8.9 

化学工業 5.1 5.3 3.9 4.5 

食糧品工業 6.1 6.5 6.3 6.6 

(1) 通産省「工業統計表」による。

高度成長期K入って，技術革新lζよる設備投資は，機減器具工業等の資本

財的な機械生産の規模の拡充を促進し， その供給を拡大した。

乙のような過程によって，表（4）に示す乙とく，特iと機械器具工業の生産iと

おいては，昭和30年 （1955 ）の全国工業出荷額では 14.8~ぢ ，昭和35年 iとは

約 2倍の増加をみた。

また，表（4）から機械器具工業以外の他の工業出荷額においては繊維工業の

昭和30年（ 1955 ）の 15.0%から昭和35年（ 1960）の 10.1 ~ぢ ，昭和45年

( 1970 ）の5.4 9ぢ，昭和54年（ 1979 ）の3.3 9ぢは，その比較において対照

的であるが，その他においては，全体としての占める地位iζは波動性をもっ

ている ζとがうかがわれる。

では，表（2）から愛知県の工業出荷額はどのようであったであろうか。

機械器具工業の成長はめざましく 昭和30年（ 1955）の 16.9%に対し，

昭和35年（ 1960)1とは 29.2%と昭和30年（ 1955）と比較してみれば，約

1. 7倍iζ成長した。

また，繊維工業においては，相対的地位乙そ低下したものの昭和 35年

( 1960）には機械器具工業に第 1位の座をゆずり第2位となったもののそ

の占める地位には大きなものがあり ，繊維王国愛知県の名を名実ともに保持
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表・ 4 全国における工業主要品目の出荷額の推移

王子ご空 昭和30 35 45 54 

繊維工業 15.0 必 10.1 9杉 5.4?6 3.3% 

金属工業 17.2 19.0 19.2 16.8 

機械器具工業 14.8 30.0 32.5 31.8 

窯 業 3.7 3.8 3.8 4.0 

化学工業 13.9 12.4 11.1 13.9 

食料品工業 17.9 12.5 10.8 11.7 

(1) 通産省「工業統計表」による。

している。

昭和35年を境として，繊維工業の王座は機械器具工業にうばわれたものの

全国的占有度からみれば愛知県の繊維工業の占める地位は大きく ，昭和30年

( 1955）には， 全国出荷額の 22.0%を占め第 1位，第2位は大阪府の 13.8

%であったが， 表（5）に示すどとく相対的地位は逓減傾向にあり，昭和54年に

は，愛知県 13.6 ~ぢ K対し大阪府 14.5 %とわずかながらリードされた。

以上Kより愛知県における産業構造の推移をみて来たのであるが，愛知県

の伝統的産業である繊維工業の愛知県の工業出荷舗に占める地位は，機械器

具工業に譲ったものの， 全固における地位はまだ大きい。

ζのように繊維及び食料品工業等を主体とする消費財生産部門が過半を占

めていた愛知県の産業構造は，昭和35年を境と して機械器具，金属及び化学

工業策を主体とする生産財生産部門にその座をゆずる乙ととなった。

乙れは，既に京浜及び阪神両工業地帯が生産部門を主体i乙構成されていた

のに対し比較的低い発展段階Kあった生産財生産部門のこのような進展は，

産業構造そのものの革新といえよう。

注 （1) 愛知県 「愛知県地方計画書J第五巻総合振興計画商工部門，P2～3,P. 5 
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(2) 日本貿易研究会編「戦後日本の貿易20年史」 P.5～10 

表.5 繊維 工業の主要生産地の推移

（繊維工業の全国出荷額IC対する比率）

お＼宅全 愛知県 大阪府 岐阜県

昭和30年 22.0 ~ぢ 13.8 % 5.3必

35 24.5 16.7 5.3 

40 21.1 15.0 5. 7 

45 17.5 13.9 5.8 

51 15.2 13.8 5.2 

54 13.6 14.5 4.8 

通産省「工業統計表Jによる。

(2) 地域産業と港湾との誘因性

名古匡港は国策iζより建設された港湾ではなく 地域経済の必要性にもと

づいて，地域発展のため，みずからの手によって建設された港である。

そのため，名古屋港は地域経済の進展に有機的に適合してきた。

愛知県を中核とする中京工業地帯においては，原材料，製品等の海上輸送

の基地として名古屋港が中心となっている。

戦前においては，輸出では陶磁器繊維製品 木製品が主体となってし叱。

戦後安定化施策期における昭和25年iζは，陶磁器が54.6%でその過半を

占め，これに続いて車嗣 4.9 9ぢ，その他の機械額が7.7 %と機械器具客員と し

ては12.6必で第 2位を占め，合板等の木製品 5.3%がとれに続いている。

一方輸入においては， 戦前は石炭・木材・飼料・雑穀等l乙代表されていた。

昭和25年には， まだ戦後復興期の社会事情を反映して，麦41.9 9ぢ，米 ・雑穀・

豆8.8 9ぢ，砂糖 6.8 9ぢなどの食料品舗などが57.5%とその過半を占め，原木

4.0 %.羊毛 2.7 %となっている。
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高度成長期に入った昭和30年 （1955)Iζは，輸出においては，陶磁器

52.8 %が第 l位を占め，続いて合板等の木製品 16.5%，機械額8.3 ~ぢ であ

る。繊維製品においては，わずか3.3 ~ぢ と戦前の名古匡港の主力輸出品とし

て陶磁器と並んでいたが全くその影をひそめた。

昭和35年（ 1960）以降の主力輸出品として新らたに台頭してきたのは，自

動車である。特iζ昭和34年（ 1959 ）から昭和37年にかけては，小型トラック

が主力であった。

表（6）からみれば，名古屋港における輸送機械の輸出に占める比率は．かつ

ての主力輸出品であった陶磁器は，逓減傾向にあり 乙れとは対照的iζ逓増

傾向にある。乙の2品目の推移を比較してみれば，陶磁器は昭和25年(19日）

には 54.6勿と名古屋港輸出品の過半を占め第 l位をほ乙 っていた。昭和35年

( 1960）には新しく輪送機械が台頭し 陶磁器43.7 ~仰と対 し 23.1 %と第

2位に位置し，めざましい進展振りをみせた。しかし，昭和40年（ 1965）に

は21.0%と償ばい状態にあったが 昭和45年（ 1970 ）には羽田59ぢと第 1

位K台頭してきた。乙、で，また注目すべき点は，鉄鋼である。

鉄鋼は，昭和40年 (1965)ILは，第 1位の陶磁器30.6% に続き輸送機

械21.0必をわずかにおさえ 21.6%と名古屋港第2位の輸出品目となった。

昭和42年 (1967)には 開港以来長年に渡り名古屋港の輸出をリードし

てきた陶磁器が，その地位を輸送機械（自動車） Iとうばわれた乙とは，まさ

に名古屋港にとっては，歴史的なできどとといえよう。

また，昭和44年（ 1969 ) Iζは陶磁器は鉄鋼K第2位をも奪われ第3位と

なった。表（6）から昭和45年（ 1970 ）の名古屋港の主要輸出品目をみれば，

第l位の輸送機減は 46.5%，第2位の鉄鋼 20.8~ぢ ， 第 3 位は陶磁器で 12.4

mと輸出に占める地位は低く ，昭和50年（ 1975)ICは4.5 9ぢ， 昭和 55年

( 1980 ）には 2.7 %とその地位は逓減傾向にある。

一方輸入iζおいては， 重化学工業部門の発展iとともなって，基幹産業の立

地的整備により，鉄鉱石，石炭，原油の輸入が激増してきた。

乙れを表（7）から名古屋港における輸入品目の推移をたどってみれば，経済

自立期iとあった昭和28年（ 1953 ）においては 伝統的地場産業である木
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表.6 名古屋港における主要輸出品目の推移

ぷ＼＼ご：欠 昭和25 30 35 40 45 50 55 
虫百 96 % 手6 5ぢ % % 

輸 送 機 械 4.9 23.1 21.0 46.5 69.3 79.4 

その 他 機械 7.7 8.3 5.7 4.9 4.9 3.7 4.5 

陶 磁 器 54.6 52.8 43.7 30.6 12.4 4.5 2.7 

鉄 鋼 4.2 1.4 1.9 21.6 20.8 14.0 7.4 

化学工業品 2.0 3.5 1.8 0.8 

コ ム 製 ロロロ 0.9 1.2 

イヒ 戸弓~与． 1巴 料 1.5 2.0 5.1 1.8 0.7 

金 属 製 口口口 4.2 2.8 1.7 0.7 0.4 0.3 

日 用 CJ 4.6 3.3 1.0 0.6 ロロ

木 製 ロ 5.3 16.5 8.7 3.2 0.6 ロロ

織 維 製 ロロロ 1.2 3.3 2.9 

が ん 具 7.0 1.3 

市氏 類 1.0 

碍 子 2.4 

硝子及同製品 2.4 0.7 

化 ~ a、 薬 ロロロ 0.9 0.9 0.6 

その他の非金属鉱物 0.5 

(1) 名古屋港管理組合「名古屋港統計年鑑」による。

(2) 昭和25～35年：輸送機械は車桶，その他機滅は機械類，鉄鋼は鉄類・鉄・

陶磁器は陶磁器類を示し，木製品は板，ベニヤ板を含む。

材産業のめさ．ましい復興により，昭和28年（ 1953 ) ILは名古屋港Kおける

戦後の輸入品目として，乙れまで第 1位を占めていた小麦の 15.396を押え

木材が21.1%と第1位を占めるにいたった。

それ以降高度成長期の30年代を通じて名古屋港の輸入の王座を占めていた

が，次第に中京工業地帯における基盤的整備の推進とともに昭和33年（ 1958) 
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表・ 7 名古屋港における主要輸入品目の推移

よ＼＼ど次昭和25 30 35 
5ち 虫づ % 

鉄 鉱 石

原 油

石 炭 4.4 6.3 

原 木 4.0 26.8 30.1 

米 ・雑穀 ・豆 8.8 12.4 11.3 

麦 41.9 22.3 9.8 

その他木材

石 油 製 ロロロ 5.6 

＊~l 花 8.8 9.5 

羊 毛 2.7 4.3 4.5 

重 泣i

その他非金属鉱物

金 属 く ず 5.6 

飼 料 9.3 1.2 

コ ク ス 8.3 2.4 2.7 

h包 3.9 4.8 1.5 

砂 糖 6.8 

薬 Eヨ 7.8 ロロ

燐 磁 石 2.0 

イヒ A守u与． 1巴 料 2.0 

山 名古屋港管理組合 「名古屋港統計年鑑」

(2) 昭和25・30年．原木は木材を示す。

40 45 

% 。〆O／ 

19.2 36.5 

10.5 22.l 

25.1 16.0 

10.0 5.9 

6.5 3.1 

l.l 

3.8 1.9 

2.5 1.5 

8.1 1.6 

1.6 1.5 

2.0 
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50 55 

9ぢ 5ぢ
28.1 21.7 

26.8 34.0 

14.2 11.3 

10.1 8.7 

6.2 7.7 

2.7 2.0 

1.6 2.8 

1.5 2.7 

1.4 11 

1.0 

1.2 

iζ名古屋港南部臨海工業地帯iζ立地する重化学工業コンビナー 卜の中核とし

て設立された鉄鋼一貫体制をもっ東海製鉄株式会社（新日本製鉄株式会社）

の建設整備にと もなって， 鉄鉱石 ・石炭の原料輸入が増大してきた。
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そして．乙の結果名古屋港における輸入品として顕著になってきたのは，

日本経済が成長と福祉への試練過程にさしかかろうとしていた昭和39年

( 1964 ）である。

これは東海製鉄株式会社（新日本製鉄株式会社）において昭和39年（ 1964)

9月iζ第 l高炉が火入され銑鋼一貫体制が確立された乙とにともなってであ

っfこ。

表（6）に示すごとく ，昭和40年（ 1965）には原木の25.1% IC続き鉄鉱石

19. 2 ~ぢ ，石炭 10.5 %と第2位，第3位を占めた。

そして昭和41年には鉄鉱石は，原木を押え第 l位を占めるlといたった。ま

た昭和45年lζは表(7)に示すごとく， 鉄鉱石36.5~ぢ，石炭 22.1 %と第 l位，

第2位を占め，原木は 16.0 9ぢと第3位に押えられた。

さらに，昭和48年（ 1973)ICは，東亜共石株式会社名古屋製油所の操業

が開始され，これにともなって原油の輸入が激増してきた。

そして，昭和50年（ 1975）には，出光興産株式会社愛知製油所の操業開

始と，乙れら製油所lζ輸入原油を効率的に供給する施設として，伊勢湾シー

ノfースが完成し，輸入原油の供給体制の整備とともに，原油の輸入は一段と

増加し，昭和55年（ 1980) ICおいては，輸入品目中第 l位を占めるにいた

っfこ。

このように名古屋港は，中京工業地帯の産業基盤の拡充整備にもとづく誘

因性により機能的適合を推進してきた。

；主 (1) 名古屋港管理組合「名古屋港年表」

(2) " 「名古屋港の施設紹介」

(3) トヨタ自動車工業株式会社 「トヨタ自動車30年史Jp. 565 

(4) 経済企画庁調査局編「資料経済白書25年」 P.403～404 

(5) 輸出入貨物については，愛知県名古屋港務所 「名古屋港案内」，名古屋港

管理組合「名古屋港統計年鑑」による。



地域経済の発展と港湾の課題 183 

3. 産業規模の拡大と港湾の変動

中京工業地帯の中核愛知県は 昭和52年（ 1977）には工業出荷額は全国比

9. 6 ~ぢと神奈川県の 9. 5 %を追越し第 1位を占めた。

特に愛知県は，輸送用機械器具の占める割合は大きく昭和54年（ 1979）に

おいては，全国比で 27.2%で第 1位を占め，第2位の神奈川県は 17.49ぢで

ある。

このように愛知県が工業出荷額において第 1位を占めうる要因は，自動車

産業のめざましい発展である。

また，愛知県における輸送用機械器具の占有度は，全体の 33.6 ~ぢである。

乙のようiと自動車産業を基盤的構造として発展させてきたのは，鉄鋼を中

心とする金属工業である。愛知県における産業構造の中で表（2)fCおいて示す

ごとく，昭和54年（ 1977）における金属工業の占める位置は，機減器具工

業の 47.5 ~ぢ K次ぎ 16 .4 ~ぢと第 2 位を占めている。

金属工業の立地は，いうまでもなくわが国の資源事情から原料のほとんど

を海外からの輸入に依存しなければならない。

乙のような発生的要因から昭和30年代の高度成長に入ると，工場立地傾向

としては重化学工業部門のめざましい進展により，臨海指向性が一段と強く

なった。

愛知県を中絞とする中京工業地帯lとおいては乙のような産業構造の変動と

ともに，新時代IC対応するための構造的改革が推進された。

乙れが，名古屋港南部臨港工業地帯の造成である。

乙れによって，重化学工業部門において，京浜・阪神・北九州の各工業地

帯と比較してわが国4大工業地帯のうち低い発展段階にあった中京工業地帯

においては，銑鋼一貫体制をもっ製鉄所の建設がまず句第一の昭和30年代への

基縫的課題であった。

乙の基礎的課題実現のために 昭和32年（ 1957) 5月に中部経済連合会

に、製鉄所建設問題懇談会’が開催された。続いて同年11月花、中部製鉄所

建設促進会グが設置され着々と準備が進められた。
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さらに，乙の一大事業推進のため 昭和33年（ 1978) 7月には愛知県議

会において，東海製鉄工場誘致が議決され，同年8月に愛知県製鉄誘致委員

会が愛知県庁内iζ設立され，官民一致の誘致体制が確立された。

また，同年8月iζは日本港湾協会iζ名古屋港南部及び西部臨海工業地帯港

湾計画調査委員会が設置され，工業港建設への推進力とされた。

そして，周年9月に名古屋港南部臨海工業地帯第2区f［銑鋼一貫体制をも

っ東海製鉄株式会社が地元財界と富士製鉄株式会社（新日本製鉄株式会社）

の共同出資によって設立された。

乙の名古屋港南部臨海工業地待Kは，銑鋼一貫体制を設える製鉄所を中核

とする重化学工業コンビナートが建設される乙ととなったのである。

乙の重化学工業コンビナー卜には， 鉄鋼産業として，銑鋼一貫産業が南2

区に立地し，乙れを軸lζ特妹鋼3社が隣接し立地した。

東海製鉄抹式会社は，昭和35年（ 1960 ) 7月に工場建設に着工し，翌昭

和36年（ 1961 ) ' 10月に冷延工場の操業が開始された。そ して昭和 39年

( 1964) ' 9月第 l高炉が火入5れ，転戸，分塊設備の操業が開始され，

はじめτ中京工業地帯の長年の夢であった銑鋼一貫体制が確立されたのであ
る。

そして，名古屋港の輸入品目においては昭和40年（ 1965）には，鉄鋼石

は第2位，石炭は第 3位を占め，名古匡港における港湾機能iζ構造的変動を

もたらした。

また輸出においては，昭和40年（ 1965 ）には鉄鋼は陶磁器の 30.6~ぢ に続

き21.6%と第 2位を占めるにいたった。

乙のように銑鋼一貫体制の確立は 中京工業地帯における自動車産業を主

軸とする機械器具工業の奇矯的発展の基盤的活力となった。

表（8）から昭和55年（ 1980 ）における新日本製鉄株式会社名古屋製鉄所の

出荷実績に示すごとく，東海地区は 43.9 sぢと依存度は高く ，また輸出は
28.9 %と規模の生産原理から生産の効率性iζ占める貢献度iとは注目すべき

ものがある。

さらにこの銑鋼一貫産業の工場に隣接して特妹鋼3社が立地している。そ
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表.8 名古屋港南部臨海工業地帯における

銑鋼一貫産業の出荷実績

(55年）

区 分 数 量 （比率）

東海地区 1, 9 4 9千トン ( 4 3. 9) % 

近畿地区 409 9. 2) 

関東地区 3 8 1 8. 6) 

そ の他国内 4 1 7 9. 4) 

輸 出 1 2 8 5 ( 2 8. 9) 

総出荷 4 4 4 1 ( 1 0 0. 0 ) 

(1) 新日本製鉄株式会社名古屋製鉄所概要による。
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の内 l社は鉄鋼－1量産業の工場内IC生産機能部門と して立地し，他の2社を

はじめとして特妹鋼産業に鋼塊を供給している。

乙のように名古屋港南部臨海工業地帯は鉄鋼産業を中核として，電力， L

N G基地，石油精製基地などのエネルギ一基地をはじめ，造船，化学工業な

どが立地し，中京工業地帯の中核重化学工業コン ビナー 卜を形成している。

また，乙の名古屋港南部臨海工業地帯において，次lζ庄目すべき点は輸出

車鯛積出基地である。

中京工業地帯の中核愛知県には 世界有数の自動車メーカー トヨ タ自動車

株式会社が立地している。このため 自動車を主体とする輸送機微の名古屋

港の輸出は昭和55年（ 1980 ）においては，全体の 7¥l.4%と圧倒前地位を

占めている。

乙のような産業構造を基盤として立地している名古匡港の輸出構造におい

て，効率的に輸出車桶の積出をする乙とは必然的条件である。

乙の積出基地は，従来の公共施設とは乙となり，生産工場から乙の基地に

搬入された車は，入念な検査を受けと〉で再度各種の検査が行われ船積され

るのである。このような機能構造からこの車綱積出専用ふ頭は整備・点検機

能をそなえた生産工場の部分的機能を併存しているという乙とがいえる。

乙のような観点から工場の製品積出機能施設というべきであり，従来の公
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共施設中心の港湾機能から工場の生産的機能構造をもっ港湾へと機能的変動

をもたらした。

以上から名古屋港は，地域経済の構造的変動にともなう規模の鉱充iζ適合

するため機能そのものの変動をもって対応した。

注 (1) 愛知県「愛知県地方計画書」第五巻総合振興計画商工業部門 P2～3,P5 

～ 7 

(2) 名古屋港管理組合「名古屋港臨海工業地帯概要」

(3) 新日本製鉄株式会社名古屋製鉄所 「事業概要」， トヨタ自動車販売株式会

社「NAGOYA WHARF CENTE R」

(4) 名古屋港管理組合 「名古屋港年表J

(5) " 「名古屋港の施設紹介J

(6) 輸出入貨物については，名古屋港管理組合 「名古屋港統計年鑑Jによる。

4. むすび

乙のように名古屋港は，愛知県を中核とする中京工業地帯の変還とともに

機能的lζ適合してきた。

いうまでもなく，地域経済たりとも，日本経済の進展とは独立的にあるの

ではなく ，国民経済の構成分子として，その機能性を有する乙とはいうまで

もない。

港湾は物流の場として，その機能性を有し背後地経済の構造そのものと有

機的に適合するものでなければならない。

名古屋港は， 中京工業地帯の代表的な物流の場と して，背後地産業の変遷

とと もiと進展してきた。

中京工業地帯は，京浜・阪神・北九州の各工業地帯とは異なり，重化学工

業部門においては，わが国 4大工業地帯のうち比較的低い発展段階にあり，

繊維工業を中心とする軽工業部門に占める地位は高かったが，現在では，重

化学工業を主体的構造とする工業地帯lζ変遅してきた。

ζのような中京工業地帯の産業構造の変遷は単lζ地域経済の独自性によっ

てのみ誘発されたものではなく，日本経済の構造的変動によってもたらされ

たものである。

乙れは，満州事変・ 日華事変に続く軍需にその構造的変動をみた航空機，

自動車産業を基盤として進展してきたのである。



地域経済の発展と港湾の課題 187 

戦後においては，自動車産業を主軸とした進展にはめざましいものがある。

乙れらの産業を支えるためには，鉄鋼，電力，石油化学という一連の基幹

産業の立地が必然的条件である乙とはし、うまでもなし、。

愛知県は自動車産業を主軸とする輸送用機械器具の生産においては，昭和

54年（ 1979）には，全国出荷額の 27.2%を占め第 l位の座にあり，また工

業出街額iとおいても全国の9.7 %と第 l位を占めている。

名古屋港の輸出構造においても，これを反映して，自動車を中心とする輸

送機械は，昭和55年（ 1980)ILは，全体の79.4%を占めるなど港湾がい

かfi'.:背後地産業と有機的iζ適合関係にあるかを示すものである。

また，わが国は，資源に乏しく ，そのほとんどを海外に依存しなければな

らない。

乙のような資源事情から港湾の地域産業におよぽす影響は大きい。

特Iζ中京工業地帯においては，重化学工業を中心とする生産財部門の構造

的基盤として，銑鋼一貫産業の立地が基盤強化の絶対的必要条件であった。

名古屋港は，木曽・長良・揖斐をはじめとする大中小河川の流砂により遠

浅の海を形成し，また地質的にも名古屋港南部地区は，用地造成lζは最適条

件をそなえていたため，銑鋼一貫産業を軸とする基幹産業の立地を捉進した。

乙れを基点として，名古屋港は，従来の港湾機能に変動をもたらしたので

ある。

すなわち，商港的機能を中心として構成されていた名古匡港が工業港的機

能を併存する港湾へと進展していったのである。

わが国は，資源を海外lζ依存する構造的体質から産業の臨海立地性は強く，

乙のような必然的要因から中京工業地帯の基幹産業の名古屋港南部臨海工業

地帯における依存度には大きなものがある。

乙のように，わが国の産業構造から加工貿易立国として，港湾は規模の経

済から発生する生産性の問題として，はたす効果は大きい。

以上から名古屋港は，中京工業地帯の構造的変動にともなう発展において，

常lζ有機的に機能的lζ一体性をもち適合関係にある乙とは，地域経済活動に

おける港湾機能として，常に有機的最適条件iとなければならない。


